（R07　冬　府高教　専門部【臨時教職員部】）　
項目１－１
〇　教育職給料表の２級は教諭の職務の級とされており、臨時講師に適用することは困難である。

〇　一方、臨時的任用職員の教育職給料表の２級適用については、令和７年６月に公布された公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を改正する法律の附帯決議や国の通知の内容を踏まえ、その取扱いを研究してまいる。
○　臨時的任用職員の処遇については、「職員の給与に関する条例」等の規定に基づき、措置してきたところ。
項目１－３
○　臨時教職員の勤務条件等については、毎年11月上旬頃、「講師希望者登録のお知らせと講師制度の概要」を府のホームページに掲載するなど、周知を図っているところ。

○　なお、任用時においては、各学校において勤務条件明示書を本人に交付し、勤務条件等の明示を適切に行っている。
項目２－１，２
○　外国語指導助手（ALT）については、期末手当を支給しないなど、勤務条件を全国で統一的に設定することが国通知により示されており、この通知に基づいて、報酬等の勤務条件を設定している。

外国語指導員の基本報酬については、国の外国語指導助手や他の外国語講師等の報酬額を参考に設定している。

○　スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの期末・勤勉手当については、非常勤職員の報酬、費用弁償、期末手当及び勤勉手当に関する条例に基づき支給しているところ。

また、報酬単価については、他府県等の状況を参考に設定しているところ。
○　部活動指導員の期末・勤勉手当については、非常勤職員の報酬、費用弁償、期末手当及び勤勉手当に関する条例に基づき支給しているところ。

○　また、報酬単価については、中学校における部活動指導員配置に関する国の補助上限額と同等の単価となっている。
○　期末手当の支給など、会計年度任用職員制度への移行に伴う勤務労働条件の見直しについては、皆様方との協議の上決定したところ。

〇　地方自治法の改正に伴うパートタイムの会計年度任用職員に対する勤勉手当については、令和6年度から支給している。

〇　なお、支給対象者は国の非常勤職員の取扱いや「会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル」（総務省）の内容を踏まえ、週あたり15時間30分以上勤務の職員としている。

○　非常勤職員の報酬単価については、基本的に常勤職員の給与改定の状況に応じて単価を見直してきたところ。

○　なお、令和７年度については人事委員会勧告に基づく常勤職員の給与改定内容に準じ、令和７年４月１日に遡って、非常勤職員の報酬及び期末・勤勉手当を引き上げたい。
項目３－１
○　非常勤講師の報酬は「非常勤講師の報酬支給要領」に基づき、授業１時間について定めた額を、授業を実施した実績に応じて支給している。

○　また、報酬単価については、基本的に常勤職員の給与改定の状況に応じて改定してきたところ。

○　非常勤講師の報酬及び支給方法の見直しについては、勤務実績に応じた報酬となるよう是正したものであり、ご要求に応じることは困難である。

○　なお、臨時的任用職員の処遇については、「職員の給与に関する条例」等の規定に基づき、措置してきたところ。

項目３－１，３
○　非常勤講師の年間時間数については、学習指導要領で年間の授業時間数の標準が35週とされていることを踏まえ、配当を行っている。

○　非常勤講師の勤務時間については、授業割振表に示す教科の授業時間（付随する準備や評価の時間として授業の開始時刻の前５分、終了時刻の後５分を含む）と明示しているところ。
項目３－６
○　会計年度任用職員の期末・勤勉手当については、国の非常勤職員の取扱いや「会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル」（総務省）の内容を踏まえ、週あたり15時間30分以上勤務の職員を支給対象としているところ。
項目３－７
○　非常勤職員の交通費の決定については、「非常勤職員の交通費に関する要領」第５条において、常勤職員の通勤手当の例に準じて行うものとされている。

〇　令和７年度より、非常勤講師の交通費について改正を行い、兼務校がある場合の算出方法の特例を廃止し、勤務するそれぞれの学校で自宅との往復交通費を支給することとした。

○　常勤職員については、公務の運営上の事情により特別の形態により勤務する必要のある職員であって、当該職員の始業時間等を考慮する必要があると認められるときは、認定権者は別段の取扱いができるものとしており、これに準じて非常勤職員の交通費の認定を行うことは差支えないものと考えている。
項目３－１０
○　ご要望の、非常勤講師の方々への被服の貸与については、本府財政状況が極めて厳しい現状から、お応えすることは困難であるので、ご理解を賜りたい。
○　また、安全上必要な物品等については、各校においてその実情に応じて対応しているところ。
項目３－１１
○　府立学校の非常勤講師に対する健康診断については、希望する場合は、平成20年度より胸部X線撮影を公費で実施している。
項目３－１３
○　各学校に教職員端末機を利用する非常勤教職員の数に応じた共用端末機を配備している。

○　全校ポータルサイトに、教職員ICTネットワークページを作成し、マニュアル等を掲載している。また、ICT活用支援ページにて、フォローアップ研修として、端末操作の動画資料も掲載している。

　　さらに、電話及びメールによるサポート窓口（府立学校ICTネットワークサポートセンター）を設置し、操作方法等に関するサポートを行っているところ。
項目４－１，２
○　外国語指導助手（ALT）については、国の非常勤職員制度や、府の常勤職員の状況を勘案し、また、府における他の非常勤職員との間に権衡を保つため、現行の休暇制度としている。
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